
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
一
〇

令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
三
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
八

令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
一
〇

令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
七

令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
八

令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
六

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
六

令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
四

令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
三
月
三
十
一
日
ま
で

一
・
〇
二

（
新
設
）

（
新
設
）

法

規

的

告

示

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。）は
、
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

﹇
一
〜
七

略
﹈

﹇
一
〜
七

同
上
﹈

八

設
備
規
則
第
十
四
条
第
一
項
の
表
第
二
十
一
の
項
に
規
定
す
る
八
〇
〇
MHz
帯
三
次
元
測
位
シ
ス
テ
ム
の
無
線

局
の
審
査
に
適
用
す
る
受
信
設
備
の
特
性

八

削
除

項

目

特

性

感
度

希
望
波
（
符
号
化
率
が
三
分
の
一
で
あ
つ
て
、
四
相
位
相
変
調

の
信
号
で
変
調
さ
れ
た
搬
送
波
を
い
う
。）の
受
信
電
力
が（
－
）

九
六
・
八
デ
シ
ベ
ル
（
一
ミ
リ
ワ
ッ
ト
を
〇
デ
シ
ベ
ル
と
す

る
。）の
場
合
に
お
い
て
、
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
が
そ
の
最
大
値
の
九

五
％
以
上

﹇
九
〜
二
十
四

略
﹈

﹇
九
〜
二
十
四

同
上
﹈

備
考

表
中
の
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

令和年月日 木曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
令
和
八
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
以
前
の
日
に
係
る
船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
三
号
）
の
休
業
手
当
金
の
額
、
同
月
以
前
の
月
分
の
同
法
に
よ
る
障
害
年
金
及
び
遺
族
年
金
の
額
、
同
日
以
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
同
法

に
よ
る
障
害
手
当
金
、
障
害
差
額
一
時
金
、
障
害
年
金
差
額
一
時
金
、
遺
族
一
時
金
及
び
遺
族
年
金
差
額
一
時
金
の
額
並
び
に
同
日
以
前
に
支
給
す
べ
き
事
由
の
生
じ
た
障
害
前
払
一
時
金
及
び
遺
族
前
払
一
時
金
の
限
度
額
並
び
に
同
月
以

前
の
月
分
の
国
民
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
附
則
第
八
十
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
年
金
た
る
保
険
給
付
（
職
務
上
の
事
由
又
は
通
勤
に
よ
る
も
の
に
限
る
。）の
額
の
算
定
に
つ
い
て
は
、
な

お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
総
務
省
告
示
第
二
百
七
十
八
号

電
波
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
七
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
四
号
の
規
定
を
実
施
す
る
た
め
、
昭
和
六
十
一
年
郵
政
省
告
示
第
三
百
九
十
五
号
（
陸
上
移
動
業
務
の
無
線
局
、
携
帯
移
動
業
務
の
無
線
局
、
簡
易
無
線
局

及
び
構
内
無
線
局
の
申
請
の
審
査
に
適
用
す
る
受
信
設
備
の
特
性
を
定
め
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

令
和
八
年
七
月
三
十
日

総
務
大
臣

林

芳
正

〇
総
務
省
告
示
第
二
百
七
十
九
号

電
波
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
電
波
監
理
委
員
会
規
則
第
十
四
号
）
第
六
条
第
四
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
元
年
郵
政
省
告
示
第
四
十
二
号
（
特
定
小
電
力
無
線
局
の
用
途
、
電
波
の
型
式
及
び
周
波
数
並
び
に
空
中
線
電
力

を
定
め
る
件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

令
和
八
年
七
月
三
十
日

総
務
大
臣

林

芳
正


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